
令和８年９月定例会

補正予算に係る主な事業の概要



灯油購入費助成事業

物価高騰を踏まえ、生活困窮世帯の経済的負担の軽減を図るため、令和8年度
の灯油購入費助成事業を拡充して支援を行う。

【補正予算額 32,850千円】

〇 事業内容
対象世帯：住民税非課税世帯のうち、高齢者世帯、障害者世帯、ひとり親世帯、

要介護認定者世帯（計 約6,570世帯）

助 成 額：一世帯当たり10,000円を支給

※当初予算 5,000円 ⇒ 10,000円に増額

〇 補正額 32,850千円（増額分 5千円 × 6,570世帯）

〇 受付期間 令和8年12月下旬～翌年2月下旬

〇 財源 重点支援地方交付金 16,425千円
県補助金 16,425千円（一世帯当たり2.5千円×6,570世帯）
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障害者施設等物価高騰対策支援事業

光熱費、燃料費、食材費等の物価高騰の影響を軽減し、安心で質の高い障害福
祉サービスの安定的な供給を図るため、市内障害者施設等に対し支援金を交付す
る。

○ 支援対象

対象施設等を市内で運営し、支援金の受領後も事業を継続する者

※鶴岡市高齢者施設等物価高騰対策支援事業支援金を受ける施設を除くほか、県支給基準を準用

＜対象施設等：①施設・居住系サービス、②通所系サービス、③訪問・相談支援系サービス＞

【補正予算額 43,565千円】

○事業費 【単価】

事業所数１施設あたりの支援額対象施設等区分

3施設定員×19千円定員30人以上
①施設系

障
害
者
施
設
等

43施設一律 570千円定員29人以下

79施設一律 175千円②通所系

34施設一律 70千円③訪問系○ スケジュール

令和8年9月～ 要綱改定・事業所への周知

8年10～11月 申請受付・交付

○ 財 源

重点支援地方交付金 43,565千円

①施設・居住系サービス（46事業所） 27,360千円

②通所系サービス（79事業所） 13,825千円

③訪問・相談支援系サービス（34事業所） 2,380千円

合 計 43,565千円
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高齢者施設等物価高騰対策支援事業

光熱費、燃料費、食材費等の物価高騰の影響を軽減し、安心で質の高い介護
サービスの安定的な供給を図るため、市内高齢者施設等に対し支援金を交付する。

○ 支援対象

対象施設等を市内で運営し、支援金受領後も事業を継続する者

＜対象施設等：①施設系・居住系サービス、②有料・サ高住、通所・短期入所・複合系サービス、③訪問・相談系、

福祉用具サービス＞

【補正予算額 67,700千円】

事業所数
１施設あたり

の支援額
対象施設等区分

19施設定員×19千円定員30人以上
①施設・居住系

高
齢
者
施
設
等

33施設一律 570千円定員29人以下

33施設一律 160千円有料・サ高住
②有料・サ高住、
通所・短期入
所・複合系 62施設

一律 175千円
（併設短期）

定員×19千円

通所・短期入
所・複合系

56施設一律 145千円訪問・相談系③訪問・相談系、
福祉用具

6施設一律 70千円福祉用具

【単価】

○事業費

①施設・居住系サービス（52事業所） 41,700千円

②有料・サ高住、通所・短期入所・複合系サービス（95事業所）

17,450千円

③訪問・相談系、福祉用具サービス（62事業所） 8,550千円

合 計 67,700千円

○ スケジュール

令和8年9月 要綱改定・事業所への周知

8年10～11月 申請受付・交付 ○ 財 源

重点支援地方交付金 67,700千円
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児童福祉施設等物価高騰対策支援事業

質の確保された教育・保育の継続的な提供及び安定的な児童福祉サービスの維
持のため、物価高騰の影響を受けている市内の民営保育所等に対し、国の交付金
を活用して物価高騰によるかかり増し経費(光熱費・賄材料費)に対する支援を行
う。

○支援対象

令和8年4月1日時点における、市内の①②の施設（市内で運営し、支援金受領後も事業を継続する者）

①指定管理を含む民営保育所等 51施設（認可保育所 23、認定こども園 19、地域型保育 4、認可外保育 5）

②放課後児童クラブ 21クラブ 44支援単位

【補正予算額 15,160千円】

施設数／
支援単位数

１施設あたり
の支援額

対象施設等区分

8施設一律 90千円定員29人以下

①民間
保育所
等

15施設一律 180千円定員30～59人

6施設一律 270千円定員60～89人

22施設一律 360千円定員90人以上

44支援単位一律 50千円②放課後児童クラブ

○財 源

重点支援地方交付金 15,160千円

【単価】
○事業費
（①②とも光熱費・賄材料費のR5からR8のかかり増し経費の支援）

①民営保育所等への支援金 12,960千円

②放課後児童クラブへの支援金 2,200千円
---------------------------------------------------

合 計 15,160千円
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庄内広域水道企業団負担金、補助金及び出資金

○ 事業概要

メーター口径にかかわらず水道料金の基本料金部分を減免

○ 減免対象者

鶴岡市管内で水道を使用している個人及び事業所等（R8.6時点 55,677件）

・公的機関は減免の対象外とする（R8.6時点 757件）

○ 実施期間

減免期間は、6ヶ月とする（令和8年9月検針分～令和9年2月検針分）

○ 事業経費

○ 財源

重点支援地方交付金 13,200千円

【補正予算額 13,200千円】

令和8年6月時点の開栓数に基づく水道基本料金の再計算等により、水道料金の減免に係
る水道企業団への負担金を増額する。

必要経費 当初予算 9月補正

基本料金収入補填 392,520千円 381,000千円 11,520千円

企業団支出経費補填（システム改修） 9,300千円 8,300千円 1,000千円

　　　　　　　　　（広報配布） 680千円 680千円

402,500千円 389,300千円 13,200千円
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山形県災害・経営安定対策資金
(令和8年生産資材等高騰緊急対策資金）

令和８年の燃油及び生産資材等の価格高騰により、経営費が増加した農林漁
業経営体の再生産及び経営の維持安定のために必要な資金の融資に対し、県と
協調して利子補給を行う。

○ 貸付対象者 農業（畜産及びきのこ類栽培を含む）及び漁業を営む者

○ 資金使途 経営の維持安定に必要な運転資金

○ 貸付限度額 次の①又は②のいずれか少ない額

①500万円

②右記区分により、経営規模に

算出単価を乗じた額の合計

○ 償還期限 5年以内（据置期間なし）

○ 貸付期間 令和9年3月31日まで

○ 融資枠 46,000千円（県全体500,000千円）

○ 貸付利率 0.90％

(基準金利4.05％のうち3.15％について、県が2.09475％、市が1.05525％を負担し、

残り0.90％を融資機関の協調支援により無利子化又は低利子化にする場合あり。）

【債務負担行為】
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飼料価格高騰緊急支援事業

配合飼料価格の高騰により経営が圧迫されている畜産事業者の負担を軽減する
ため、飼料価格高騰分の一部を補助する。

○対 象 者 市内に所在する畜舎で販売を目的に牛・豚・鶏などを飼養する47畜産経営体

○対象頭数 山形県調査による令和８年２月１日現在の飼養頭羽数

○補 助 額 令和８年４月から９月の配合飼料価格高騰分を基に、四半期ごと・畜種ごと
に定めた１頭当たりの補助単価に飼養頭羽数を乗じた額

（各四半期１事業者あたり 上限100万円、下限1万円）

○ 事 業 費 34,500千円

○ 財 源 重点支援地方交付金 34,500千円

【補正予算額 34,500千円】

R8年 7月～9月期分R8年 4月～6月期分対 象
頭 羽 数

畜 種
算定額(円)単 価(円)算定額(円)単 価(円)

391,5001,500417,6001,600261繁殖牛

1,857,9003,3001,970,5003,500563肥育牛

100,0004,000105,0004,20025乳牛

19,659,60090019,659,60090021,844豚

10,031,5804511,146,20050222,924鶏

32,040,580-33,298,900--合計

17,025,53517,474,250交付見込額
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水産業物価高騰対策事業

物価高騰で厳しい経営状況にある水産業者の負担軽減のため、漁業者の操業用
燃油費の一部と赤川鮭漁業生産組合が実施する放流用アユの育成に係る飼料代及
び電気料金の一部に対して支援する。

1.漁業者燃油価格高騰対策事業補助金(予算額 29,500千円)

○対象者 市内の漁業者（山形県漁協を通じて補助）

○対象経費 漁業者が山形県漁協から購入する操業用の燃油費（重油・軽油）

○対象期間 令和8年9月から令和9年1月まで

○補助額 重油費1リットルにつき50円、軽油費1リットルにつき60円

2.内水面漁業物価高騰対策事業補助金(予算額 350千円)

○対象者 赤川鮭漁業生産組合

○対象経費 放流用アユの育成に係る飼料代及び電気料金

○対象期間 令和8年4月から同年6月まで

○補助額 令和3年の単価との差額に購入量・使用量を乗じた額の合計の1/2以内

【補正予算額 29,850千円】

※財源 重点支援地方交付金 29,850千円
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第二学区放課後児童クラブ移転整備事業

コミュニティ・子育て拠点整備事業に伴い、中央児童館で実施している第二学
区学童保育所を朝暘第二小学校へ移転するため、学童専用区画及び学校教育活動
とのタイムシェアに必要な環境を整備する。

○ 事業概要

学童保育の実施に必要な環境を整備するため、玄関、保育室、静養室及び事務室等の整備に係
る設計業務を委託する。

【補正予算額 4,351千円】

○ スケジュール

・基本設計・実施設計 令和 8年10月 ～ 令和 9年 1月

・改修工事 令和 9年 5月 ～ 令和 9年10月

・移転供用開始 令和 9年秋～冬

○ 財 源

市債（社会福祉施設整備事業債） 3,400千円

○ 事業費 4,351 千円

（内訳） 設計業務委託料 4,301千円

事務費 50千円
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スポーツ施設改修事業

○ 事業概要

小真木原陸上競技場改修工事 スライド増額 89,320千円

（424,050千円 → 513,370千円）

〇 スケジュール

令和8年10月 変更仮契約を締結

令和8年12月 工事請負変更契約の議決

〇 財 源

市債（過疎対策事業債） 89,300千円

【補正予算額 89,320千円】

小真木原陸上競技場改修工事について、中東情勢の影響による主要材料であるウレタ
ン材の急激な価格高騰等を受け、鶴岡市建設工事請負契約約款第26条第6項（インフレス
ライド条項）に基づき、不足額を増額する。
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学校給食センター整備・運営事業アドバイザリー業務委託契約

鶴岡市学校給食センターの更新整備・運営に係る業務について、専門的知見を
有するコンサルタント業者から支援・助言を受けるための債務負担行為を設定す
る。

○ 事業概要

（１）基本計画をもとにした、施設内容や整備手法等の前提条件の整理、実施方針・要求水準書の作成等

（２）募集書類作成及び事業者選定プロポーザルに向けた支援

（３）契約締結に向けた契約条項整理、契約書類作成

○ 事業費 38,500千円（債務負担行為限度額）

【債務負担行為 38,500千円】

○ スケジュール

・令和8年12月 ：アドバイザリー業務委託契約締結（～令和10年3月）

（業務内容：実施方針、要求水準書の作成、事業者選定及び契約業務支援 等）

・令和10年～令和11年 ：基本設計・実施設計

・令和11年～令和13年 ：建設工事

※同期間でモニタリング業務（業務内容：履行状況確認
等）を委託
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